
平成30年度にむけて 
 精神障がい者施策の動向 

 
～ 障害者雇用で近づく「企業の健康経営」～ 

 

平成29年8月8日 

精神障がい者就業・生活支援フォーラム 



第１部：精神障害者の雇用にかかる
環境変化  

１．「健康経営」という新たな潮流 
 
２．メンタルヘルス対策と障害者雇用 
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「健康経営優良法人」2017認定発表会 

大規模法人部門（ホワイト５００）２３５法人 
中小規模法人部門９５法人 

平成２９年２月２１日 
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メンタルヘルス休職者比率と利益率の関係 

いずれの企業群も2007 年以降、リーマンショックによる景気後退の影響も

あって、売上高利益率が大きく減少していることがわかる。しかし、その減
少の度合いは、メンタルヘルス休職者比率が上昇した企業ほど大きい。 

メンタルヘルスの不調の影響はすぐには生じないが、数年かけて企業の
利益率を押し下げる影響を有している可能性が指摘できる。 

2004 年から2007 年にかけて、メンタルヘル
ス休職者比率が、「0%、0～0.5%、0.5～1.0%、
1.0～2.0%、2.0～3.0%、3.0%以上」の階級値

間で増加した企業をメンタルヘルス休職者比
率上昇企業と分類。 

（出典）「企業における従業員のメンタルヘルスの状況と企業業績－企業パネルデータを用いた検証－」
（独立行政法人経済産業研究所 黒田祥子（慶應義塾大学）、山本勲（早稲田大学）） 

（注） 
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健康経営優良法人（中小規模法人）  第1回認定95社  
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四国は徳島
と香川の2社
のみ 

（注）中小規模法人部門では2017年度の追加認定を予定。 
   2018年度の認定申請は11月頃を予定（健康保険の保険者経由）。 


